
(

農業就業人口

％35.1

女

％

7.5 ％

従業者数

（令和４年６月１日）

卸・小売業

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

41,509

16,546

（令和２年２月１日）

農業

578 5,248

57.4

－

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

億円

3,516％

千円

②②産産業業構構造造

3,426

10,935

3,486

市町村内
総生産 5,556 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

第１次

％ 27,081

294,750 53.1 ％

44.0

2.0

区分

（戸・事業所・人・百万円）

第２次

187,591

事業所数

コシヒカリ、梨、こだますいか、きゅうり、小菊、いちご、ニラ、
トマト、キングポーク（豚肉）、酒、和菓子、桐下駄、下館ラー
メン、常陸秋そば、モロ(サメ肉料理)

6,373907

製造品出荷額等

事業所数
年間販売額 

④④特特産産物物

（R3.1.1～12.31）

654,209

（R5.1.1～12.31）

＜市長＞－＜副市長＞－
市 長 公 室－秘書課、広報広聴戦略課、市民協働課
総　 務　 部－総務課、人事課、契約検査課、関城支所、明野支所、協和支所
政策企画部－政策企画課、企業誘致推進課、行革DX推進課
財　 務　 部－財政課、財政課病院経営管理室、管財課、
　　　　　　　　　市民税課、資産税課、収税課
市民環境部－市民課、市民課川島出張所、環境課、消防防災課、市民安全課
福　 祉　 部－医療保険課、社会福祉課、障がい福祉課、高齢福祉課、
　　　　　　　　　介護保険課、人権推進課
健康こども部－こども政策課、幼児保育課、幼児保育課認定こども園せきじょう、
　　　　　　　　 母子保健課、健康増進課、地域医療推進課
産業経済部－産業戦略課、商工観光課、農政課、
　　　　　　　　　農政課オーガニックビレッジ推進室、水田農業振興課、
　　　　　　　　　ふるさと整備課
都市建設部－道路建設課、道路維持課、都市計画課、まちづくり課、
　　　　　　　　  道の駅拡張整備推進課、宅地開発課
上下水道部－下水道課
＜会計管理者＞－会計課
＜水道事業＞－
上下水道部－水道課
＜教育委員会＞－
教　 育　 長－学務総務課、小学校、中学校、義務教育学校、学校教育課、
　　　　　　　　　学校給食課、義務教育学校整備課、指導課、生涯学習課、
　　　　　　　　　文化スポーツ課、しもだて地域交流センター、生涯学習センター、
　　　　　　　　　明野コミュニティセンター、協和コミュニティセンター、
　　　　　　　　　しもだて美術館

＜議会＞－
議会事務局－議事課
＜農業委員会＞－
農業委員会事務局－農地調整課
＜行政委員会＞
監査委員、 選挙管理委員会、公平委員会、 固定資産評価審査委員会

（令和６年６月１日）

47,143

244,636

就業人口（令和２年国調）総生産額（令和５年度）

(百万円・人）

35,683

50,735

100,753

副市長

議　　　　長 藤澤　和成

条例定数 24令和9年4月25日

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在）） （人）

うち一般行政関係

田中　隆徳

普通会計関係

副議長

菊池　雅裕

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

任　　　　期 人現議員数人24

全職員数

一般行政職の
平均給料月額

党　派　別 自民５人、公明２人、共産２人、無所属15人

④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

53,680

108,527

世帯数

令和5年4月1日

公営事業
会計関係

757

③③人人口口・・世世帯帯数数

　東京から北へ70km、県の西部に位置し、地形は平坦で、
鬼怒川・小貝川などが南北に貫流し、肥沃な田園地帯を形
成している。
　「あらゆる世代が安心して暮らせる元気都市筑西」を将来
像に掲げ、誇れる資源を大事にしながら、あらゆる世代を支
え、郷土愛を育む教育環境のある都市づくりと、それを支え
る自主・自立したまちづくりを目指している。

73

98.4
地域手当
補正後
ラス指数

全職員数
の  推  移

令和4年4月1日

54,847

739 666

3,203

578

743

40,883

百円 98.4ラスパイレ
ス指数

計

常住人口

老齢人口割合

35,188

男

平成２７年平成２２年

104,573

女

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

令和２年

国勢調査

37,491

95,898

48,04152,910人
口

50,018

32.782,392

736

令和6年4月1日
（令和８年４月１日）

47,857

＜＜行行政政組組織織＞＞

0296-24-2111

082279

https://www.city.chikusei.lg.jp

類型 地方公共
団体コ－ド

〈 ＴＥＬ 〉
〈 Ｈ Ｐ 〉

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

長

ｋ㎡

〈e-mail〉

0296-24-7333

5500

公営企業
※令和8年３月31日現在

筑西市丙360番地
〒

しだら　えみこ 任 期 令和11年4月23日

法人番号 4000020082279

Ⅲ－０ 205.30

歳）

設楽　詠美子
就任回数 1 期目

〈 住所 〉

筑筑西西市市（（ちちくくせせいいしし））
一部事務組合加入事業市章 地域指定308-8616

法適用（上水　公共下
水　特定環境下水　農
業集落排水）

都市開発 退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
消防　ごみ　し尿　火葬場　県西総
合公園　筑西遊湯館　ごみ処理施設
等の周辺環境整備

〈 ＦＡＸ 〉

kouhou@city.chikusei.lg.jp

面積

有権者数

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

合計

51,663

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

主業農家数農家数

－

男

555,557

321 13,971

従業者数製造業

総額・総数

第３次

％

40,266

平成17年３月28日　合併
下館市　関城町　明野町　協和町

①①沿沿革革

＜＜概概要要＞＞

②②地地勢勢・・風風土土等等

区分

3,315
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＜主要課題＞
　・人口減少、少子高齢化への対応
  ・移住定住の促進
  ・インフラの老朽化対策
　・公共交通網の充実

＜特色ある行政＞
　・海外友好都市推進事業
　・医師修学資金貸与事業
　・妊娠・出産支援事業
　・子どもの権利推進事業
　・筑西市ＤＸ推進事業将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

△ 11.6

財政力指数（令和７年度）

その他の経費

△ 1,470

734

(16.98 )

0.637

( 25.0 )

連結実質赤字比率

地域雇用促進・
企業魅力発信事
業

R３
～

5
(R８)

協和地区義務教
育学校整備事業

R７
～

地域産品活性化について、地域商社と
ともに推進することにより、魅力向上
及び市内産業の振興に寄与しながら、
PR及び販路の拡大を図る。

4,093

191
（R８）

H19
～

公共交通対策事
業

4

名　　称 内　　　容

有機農業について、生産者だけでなく
地域ぐるみで生産から消費まで一貫し
た取り組みを推進するオーガニックビ
レッジの創出を目指す。

交通弱者の移動手段を確保し、交通不
便地域の解消を図るとともに、市民交
流の促進、交流人口の増加、地域活性
等の推進を行う。

市内企業の人材確保と市内での就職を
希望する若者の就職支援等を通じ、地
域経済の活性化を図る。また、企業情
報発信サイトの認知度向上を図る。

協和地区の小学校３校と中学校を統合
し、施設一体型の義務教育学校を令和
１１ 年度末までに整備する。

概　 算
事業費

期間

157
（R８）

573

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

戸

道路舗装率

か所公民館等

オーガニック農
業支援事業

R８
～

2
（R８）

69.5

汚水処理普及率

％

9.0

積立金現在高（C)

897

％

％ ( 350.0 )

(11.98 )

[6.7]

・・健健全全化化判判断断基基準準

実質公債費比率 7.6

-

実質赤字比率 -

11.0

うち繰出金

4,324

20,902

11,424

45.4

12.7

8.8

23.9

義務的経費

5,285

21,677

△ 696

231

390

20.4

0.6

645 3.1

うち単独

7.6 [98.8]

収入額

）

4,868,126 96.7

[97.0]

97.9

（ ）32.2

7.6

3.5

6,056

24

扶助費

投資的経費

公債費

5,285

人件費

4,197

（

49.2

市町村民税・法人
（構成比）

1,144,133

固定資産税
（構成比）

7,444,307

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

市町村税合計
（国保除く） 14,757,482

（

7,281,838

）49.3）

15,141,301

(

△ 554,701

か所

（千円・％）

増減率

市町村民税・個人
（構成比）

3.2

-

1.9

-

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

区分

(

4,705,488

1,119,845

） ）

31.9

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

調定額

形式収支

実質収支 2,448,048

歳　　出

歳　　入

46,399,681

3,144,770 2,618,112

49,544,451 50,481,865

14,757

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

地方税

その他

2,902,200

50,482

単年度収支

9,289

△ 39,648

区　　分

実質単年度収支

13,944

令和６年度決算

47,863,753

（百万円・％）

－

8,358

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

区分 令和５年度決算

-△ 456,523

か所

7.7 校

△ 3.2

97.8△ 424,233

△ 484

6

15

938

(

18.4

29.2

中学校 ※１

増減率

0

16

病院・一般診療所

増減額

校

86

66

上水道等普及率

地方交付税

うち臨財債

地方債

0.2

構成比

歳歳　　　　　　入入

決算額

児童館

3.6143

665

1.9

6.9

△ 124

公営住宅

保育所 ※１

3.2

△ 7.6

認定こども園 ※１

老人福祉施設 か所

（百万円）

％

か所

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

1

道路改良率

か所

24.6 ％

か所

園

90.2

幼稚園 ※１

図書館

2

％78.1

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

[17,283]

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

[93.0]

百万円

百万円

地域産品活性化
戦略事業

8.2

うち繰入金

歳歳　　　　　　出出

1,077 △ 89

1,46447,864

89427.6

－

43.6

4.0

318

1,515

8.4

7.8

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

8.6

うち補助

普通建設事業費 △ 696 △ 11.6

△ 62.11.9

11.0

4,134

120

国庫支出金 △ 280

2.1

16.6

66
（R８）[27.8]58.5

33,816

94.1

27,102

47,087

[7,792]

百万円

[25,031]

百万円

％

14,008

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

R６
～

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

％

将来負担比率

経常収支比率

-

97.5

0

[97.4]

プ－ル か所

6

[97.4]

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

体育館

％

△ 3.2 義務教育学校 ※１ 1

24 園

小学校 ※１

△ 50.8

校

[23,010]

[0.666]

[5,771]債務負担行為支出予定額（B)

地方債現在高（A)

標準財政規模（令和７年度）

百万円

737
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